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・目標管理評価の結果（H29.4～H30.3） ・勤務成績評価の結果（H28.10～H29.9）

構成比
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（注）　職員手当には退職手当を含まない。

円 円 円

平成３０年９月公表

　　　　　人事行政の運営等の状況について

　　朝来市の人事行政運営等について、市民の皆さんに理解していただくため、「朝来市人事行政の運営等の状況の公
表に関する条例」に基づき、職員の任用、給与、服務等について、平成２９年度の概要を公表します。

職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の任免の状況（H29.4.1～H30.3.31）

採　　用

退　　職

（２）職員数の状況（各年度4月1日現在）

平成30年度 326

平成29年度 324

差　　引 2

人事評価の状況

評価結果判定区分
（100点満点）

H29.4～H29.9 H30.10～H30.3
勤務成績
評価区分

該当
職員

構成比
該当職員 構成比 該当職員

S（86点以上） 0 0.0% 0 0.0% 極めて良好 10 3.1%

A（71点以上85点以下） 118 36.5% 138 42.5% 特に良好 41 12.7%

B（56点以上70点以下） 194 60.1% 179 55.0% 良好 252 78.0%

C（41点以上55点以下） 9 2.8% 8 2.5% やや良好でない 16 5.0%

D（40点以下） 2 0.6% 0 0.0% 良好でない 4 1.2%

計 323 100.0% 325 100.0% 計 323 100.0%

職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳人口 歳　出　額　 実質収支 人　件　費 人 件 費 率

　　　　　（29年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　

29年度
人　 千円　 千円　 千円　 ％　

30,848 21,526,259 550,983 2,839,115 13.2

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

区分
職員数 給 与 費 　一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

29年度
人　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

318 1,163,170 232,344 455,245 1,850,759 5,820

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成29年4月1日現在）

区分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 321,324 円 301,911 円

平均給与月額 381,224 円 351,729 円

平均年齢 42.3 歳 47.8 歳

（４）職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

区　分 一般行政職 技能労務職
国・県の制度（一般行政職）

国 兵庫県

大学卒 167,600 ― 178,200 184,800

高校卒 146,100 円 153,000 円 146,100 円 150,500 円

（５）ラスパイレス指数の状況（各年度4月1日現在）
平成29年度 平成28年度

97.5 97.0

（注） ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

　　　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の「行政職俸給表（―）」の適用職員の俸給月額を100として計算し

　　　 た指数です。
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人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

　　　

千円

千円

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）

区　　　　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 244,800 278,700 332,600

高校卒 該当なし 該当なし 該当なし

（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成29年4月1日現在）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 合計

標準的な
職務内容

主事
書記

主事
書記

主任
主査

上席主査
係長

課長補佐
副課室長

課長
課参事

理事・危機管理監
統括部長・会計管理者

部長・担当部長
局長・公室長

次長
職員数 19 17 41 88 10 29 26 230

構成比 8.3 7.4 17.8 38.3 4.3 12.6 11.3 100.0

（注）「 朝来市職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による職員数です。

（８）職員手当の状況（平成29年度）

①期末・勤勉手当

朝　　　　　　　　　　　来　　　　　　　　　　　市 国

2.60 1.8 2.60 1.8

②退職手当

朝　　　　　　　来　　　　　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

③特殊勤務手当

支給実績（29年度決算） 1,386 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 154,040 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 2.8 　％

手当の種類（手当数） 5

④時間外勤務手当

支給実績（29年度決算） 82,870

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 338

⑤その他の手当（平成29年４月１日現在）

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と異なる内容

扶養手当

扶養親族のある職員に対して支給

同一

・配偶者　10,000円

・配偶者以外 　1人につき6,500円

・配偶者がない場合

・満16歳から22歳年度末までの子は5,000円を加算

同一

・家賃23,000円以下 家賃－12,000円

・家賃23,001円～55,000円

（家賃額－23,000円）×1/2＋11,000円

・家賃55千円以上　 27,000円

単身赴任手当を支給されている職員の配偶者が居住する住宅

上記額の1／2の額

通勤手当

通勤のため交通機関、交通用具（自動車等）を使用し
ている職員に支給（通勤距離が片道１km未満である職
員を除く）

住居手当

自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

一部異なる
交通用具利用　国は、
2㎞未満無支給

・交通機関等利用

運賃等相当額（鉄道等利用者は６箇月定期券の額）

支給限度額　55,000円（１箇月あたりの運賃等相当額）

・交通用具利用（1㎞以上）

通勤距離に応じて1,000円～31,600円

・子　　8,000円

　子の場合10,000円、子以外9,000

2



円

円

円

円

4

休憩　午後0時から午後1時まで

5

（１）種類

（２）取得状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

・育児休業　６人

・育児短時間勤務　０人

・部分休業　３人

6

7

（９）特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在）

区 分 給    料    月    額    等

給
料

（参考）類似団体における最高/最低額

市 長 865,000 円 980,000円  /  430,000円

副 市 長 684,000 円 804,000円  /  512,000円

収 入 役 -

報
酬

議 長 441,000 528,000円  /  327,000円

副 議 長 363,000 462,000円  /  279,000円

議　　　　　　員 324,000 431,000円  /  259,000円

期
末
手
当

市 長 　　（29年度支給割合）

副 市 長 4.40 月分

収 入 役

議 長 　　（29年度支給割合）

副 議 長 4.40 月分

議 員

職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（標準的な職場）  平成29年4月1日現在

勤務時間
休憩時間 週休日

1週間の正規
の勤務時間開始時刻 終了時刻

午前8時30分 午後5時15分 土曜日、日曜日 38時間45分

（２）年次休暇の取得状況（H29.1.1～H29.12.31）

概　　　　　要 平均取得日数 備　　　　　　　　　　考

1年につき20日付与
8.8日  年間を通して在職した一般職員の平均です。

※翌年に繰越可能（最大20日）

職員の休業に関する状況

育
児

休
業
等

育児休業 子を養育するため、子が３歳に達するまで休業することができる制度

育児短時間勤務
子が小学校就学の始期に達するまで、週３８時間４５分より短い勤務時間で勤務することを認め
る制度

部分休業
子が小学校就学の始期に達するまで、１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時
間）について、勤務しないことが認められる制度。

職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

分　　　　限　　　　処　　　　分

　職員がその職責を十分に果たすことができない場合に
行われる処分で、公務能率の維持を目的とします。

件　数 備　　　　　　　　　　考

3件 　（免職 0件、休職 3件、降任 0件、降給 0件）

（２）懲戒処分の状況

懲　　　　戒　　　　処　　　　分

　職員の一定の義務違反に対する責任を問うための処
分で、公務における規律と秩序の維持を目的とします。

件　数 備　　　　　　　　　　考

1件 　（免職 0件、停職 0件、減給 0件、戒告1件）

職員の服務の状況

（１）職務専念義務の免除
　　　　職員は、地方公務員法第35条の規定により、職務に専念する義務を有していますが、法律又は条例に特別の定めがある
　　 場合に、限定的に当該義務を免除することがあります。条例で職務専念義務を免除できる場合としては、休暇のほか、「朝来
     市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例」で規定しています。

（２）営利企業等の従事制限に関する許可
　　　　職員は、地方公務員法第38条の規定により、営利企業等への従事が制限されていますが、任命権者の許可を受けて、営
　　利企業等に従事することが認められています。
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8

9

10

職員健康診断の実施

届け出のあった者

職員の退職管理の状況

　朝来市職員の退職管理に関する条例に基づき、課長職以上であった職員が離職後２年間に営利企業等に再就職した状況
を公表します。

（１）対象者

公表前年度に退職した営利企業等へ再就職した課長職以上の職員（他自治体との交流による割愛退職等を除く）

（２）再就職状況の概要

退職時の職位 退職者数
再就職者

合計民間企業等 再任用 市嘱託職員等

その他

部長職 4 4 4

次長職 0 0

課長職 2 2 2

※営利企業等に再就職した職員は、退職後２年間は、退職前５年間に担当していた業務に関連して職員に働きかけをするこ
とを禁止しています。

職員研修の状況

区　分 実施場所等 研　　修　　内　　容 受講者数（人）

独自研修

  新任職員研修（前期・後期） 31

　３Cプロジェクト研修 118

  人権研修 333

　OJT研修 39

　再任用職員研修 14

　ゲートキーパー養成講座 76

　交通安全研修 336

　人事評価制度研修 59

一般研修
（階層別研修）

兵庫県自治研修所
　第１部研修 3

　管理職研修 2

但馬広域行政事務組合 　新任職員研修（前期・後期） 29

特別研修

自治大学校 　事後研修会 1

兵庫県自治研修所

　市町職員接遇指導者養成研修 1

　民法研修 1

　女性リーダー育成研修（前期） 2

　女性リーダー育成研修（後期） 2

　クレーム対応向上研修 2

　協働による政策づくり研修 1

国際文化アカデミー

　人口減少社会におけるファシリティマネジメント研修 1

　行政評価を核とするマネジメント研修 1

　固定資産税課税事務（土地）研修 1

市町村アカデミー 　少子高齢社会における政策企画 1

兵庫県（市町振興課） 　実務担当者研修など 4

兵庫県市町村振興協会 　パソコン研修 7

但馬広域行政事務組合 　法制執務・行政法・地方自治法・人権啓発研修など 47

その他 　自治体職員のための契約事務入門ほか 34

県派遣 兵庫県市町振興課 　兵庫県市町振興課派遣 1

センター派遣（一財）地域活性化センター 　（一財）地域活性化センター派遣 1

大学院派遣 兵庫県立大学 　兵庫県立大学大学院派遣 1

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 1160

職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福利厚生の状況

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　容

職員の保健等に関すること 受診者数　  226人

共済組合
職員は、地方公務員を対象とする社会保険制度である兵庫県市町村職員共済組合又は公立
学校共済組合兵庫県支部に加入し、職員と市が分担拠出する財源により医療や年金の給付を
受けています。

職員互助会

職員の福利厚生の実施について、（財）兵庫県町村職員互助会又は兵庫県学校厚生会及び朝
来市職員会等を通じて福利厚生事業を行っています。
■会員数　　（財）兵庫県町村職員互助会   322人
　　　　　　　兵庫県学校厚生会　　　　　　 　　　 5人
　　　　　　　朝来市職員会　　　　　　　　　　   327人

（２）公務災害等の認定状況

公務災害 通勤災害 計

1件 0件 1件

  監督職研修 10

国派遣 総務省自治行政局 　総務省自治行政局派遣 1
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11 職員の競争試験及び選考の状況

（単位：人）

試験の種類 職　　　　種 受験者数 合格者数 競争率

競争試験

　一般行政職（高校新卒） 5 2 2.5

16 2 8.0

　一般行政職（身体障害者） 2 0 -

2.3

　一般行政職（建築職） 0.0 0.0 -

　一般行政職（社会人経験者）
　一般行政職（Uターン者） 9 1 9.0

　保育士 9 4

13.0

　技能労務職（調理員） 3 1 3.0

　保健師 3 2 1.5

　技能労務職（技能員） 13 1

(注）上記は、平成30年４月１日付け採用に係る競争試験の状況です。

15 3 5.0

　一般行政職（事務職）
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